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【注記事項】 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成20年８月31日)

当事業年度 
(平成21年８月31日)

※１ 担保提供資産 

(担保に供している資産) 

 
  

(上記に対応する債務) 

 
  

建物 152百万円

土地 1,028

敷金及び保証金 970

計 2,150

１年内返済予定の長期借入金 1,464百万円

長期借入金 1,659

計 3,124

※１ 担保提供資産 

(担保に供している資産) 

 
  

(上記に対応する債務) 

 
  

建物 141百万円

土地 1,028

投資有価証券 716

敷金及び保証金 535

計 2,422

１年内返済予定の長期借入金 1,556百万円

長期借入金 2,174

計 3,730

※２ 区分掲記されたもの以外で関係会社に対する債権

が1,111百万円あります。 

※２ 関係会社に対する債権 

 このほか関係会社に対する債権が681百万円あ
ります。 

  

売掛金 587百万円

 ３ 偶発債務 

関係会社の金融機関からの借入金等に対して次の

とおり保証を行っております。 

 

関係会社 種類
保証額
(百万円)

㈱イント・トラベル 未払金 19

SANEI CHARLOTTE RONSON LLC 買掛金 61

寧波莎艾時装有限公司 借入金 112

 ３ 偶発債務 

関係会社の金融機関からの借入金等に対して次の

とおり保証を行っております。 

 
  

関係会社 種類
保証額
(百万円)

㈱イント・トラベル 未払金 17

寧波莎艾時装有限公司 借入金 54

SANEI INTERNATIONAL KOREA 
CO.,LTD. 

借入金 111

 ４ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行３行と当座貸越契約を締結しております。こ

の契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は

次のとおりであります。 

当座貸越極度額 2,050百万円

借入実行残高 ―

差引額 2,050

 ４ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行３行と当座貸越契約を締結しております。こ

の契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は

次のとおりであります。 

当座貸越極度額 2,050百万円

借入実行残高 ―

差引額 2,050

─ 109 ─



(損益計算書関係) 

  

 
  

(自 平成19年９月１日 
至 平成20年８月31日) 

前事業年度
(自 平成20年９月１日 
至 平成21年８月31日) 

当事業年度

※１        ――――― ※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、たな卸資産評価損933百万円が売上

原価に含まれております。 

   

※２ 関係会社との取引 

 
受取手数料 92百万円

 

※２ 関係会社との取引 

 

受取利息 48百万円

受取手数料 115

※３ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 

 
販売費及び一般管理費のうち販売費の割合は約

70％であります。 

販売手数料 2,293百万円

広告宣伝費 1,753

荷造運搬費 3,312

賃借料 6,773

ポイント引当金繰入額 35

給与手当 8,170

賞与引当金繰入額 995

役員退職慰労引当金繰入額 34

業務委託料 2,596

減価償却費 2,175

※３ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 

 
販売費及び一般管理費のうち販売費の割合は約

72％であります。 

販売手数料 2,878百万円

広告宣伝費 1,719

荷造運搬費 3,394

賃借料 7,858

貸倒引当金繰入額 103

ポイント引当金繰入額 71

株主優待引当金繰入額 11

給与手当 8,731

賞与引当金繰入額 663

役員退職慰労引当金繰入額 31

業務委託料 2,133

減価償却費 2,587

※４ 店舗等除却損の内訳 

 
このうち、建物に91百万円、工具、器具及び備品

に37百万円、長期前払費用に0百万円減損損失が含

まれております。 

当社は店舗別にグルーピングを行い、また、賃貸

不動産及び遊休資産等については個別に減損損失の

認識の判定をしております。 

この結果、当事業年度末までに退店の意思決定を

した店舗及び営業損益が継続してマイナスである店

舗につき帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額（129百万円）を店舗等除却損に含めて営業

外費用に計上しております。 

なお、回収可能価額は正味売却価額を使用してお

ります。 

建物 220百万円

工具、器具及び備品 98

長期前払費用 30

敷金及び保証金 3

撤去費用 127

計 480

場所 用途 種類
減損損失
（百万円）

コフィコレクト 

イオンモール岡崎 

（愛知県岡崎市） 

他14店舗

店舗

建物 

工具、器具

及び備品 

長期前払 

費用 

129 

 

※４ 店舗等除却損の内訳 

 
このうち、建物に123百万円、工具、器具及び備

品に40百万円、長期前払費用に4百万円減損損失が

含まれております。 

当社は店舗別にグルーピングを行い、また、賃貸

不動産及び遊休資産等については個別に減損損失の

認識の判定をしております。 

この結果、退店の意思決定をした店舗及び営業損

益が継続してマイナスである店舗につき帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額（168百万

円）を店舗等除却損に含めて営業外費用に計上して

おります。 

なお、回収可能価額は正味売却価額を使用してお

ります。 

 

建物 220百万円

工具、器具及び備品 112

長期前払費用 43

撤去費用 94

計 470

場所 用途 種類
減損損失
（百万円）

ヴィヴィアン タム

青山路面店 

（東京都港区） 

他29店舗

店舗

建物 

工具、器具

及び備品 

長期前払 

費用 

168 
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(自 平成19年９月１日 
至 平成20年８月31日) 

前事業年度
(自 平成20年９月１日 
至 平成21年８月31日) 

当事業年度

※５ 固定資産売却益の内訳 

 

建物 38百万円

車両運搬具 0

計 39

 

※５        ――――― 

 

※６ 賃貸人の事情による店舗閉鎖に伴う受取補償金で

あります。 

※６        ――――― 

※７ 固定資産除却損の内訳 

 
このうち、建物に9百万円、工具、器具及び備品

に5百万円、商標権に85百万円減損損失が含まれて

おります。 

当社は店舗別にグルーピングを行い、また、賃

貸不動産及び遊休資産等については個別に減損損

失の認識の判定をしております。 

この結果、当事業年度末までに移転の意思決定

をした処分予定資産及び営業損益が継続してマイ

ナスであるブランドに係る商標権につき帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額(100百万

円)を固定資産除却損に含めて特別損失に計上して

おります。 

なお、回収可能価額は正味売却価額を使用して

おります。 

   

建物 16百万円

工具、器具及び備品 11

商標権 91

無形固定資産「その他」 1

撤去費用 34

計 155

場所 用途 種類
減損損失
（百万円）

プレスルーム 

(東京都渋谷区）

他2件

移転に伴う

処分予定 

資産

建物 

工具、器具及

び備品 

15 

― ― 商標権 85 

※７ 固定資産除却損の内訳 

 
このうち、建物に4百万円、工具、器具及び備品

に1百万円、土地に0百万円、商標権に37百万円減

損損失が含まれております。 

当社は店舗別にグルーピングを行い、また、賃

貸不動産及び遊休資産等については個別に減損損

失の認識の判定をしております。 

この結果、閉鎖の意思決定をした処分予定資産

及び撤退の意思決定をしたブランドに係る商標権

並びに地価の下落している土地につき帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額(43百万円)

を固定資産除却損に含めて特別損失に計上してお

ります。 

なお、回収可能価額は正味売却価額を使用して

おります。 

建物 5百万円

構築物 4

車両運搬具 0

工具、器具及び備品 1

土地 0

商標権 37

撤去費用 1

計 52

場所 用途 種類
減損損失
（百万円）

事務所 

(東京都渋谷区）

閉鎖に伴う

処分予定 

資産

建物 

工具、器具及

び備品 

5 

― ― 商標権 37 

遊休地 

(滋賀県大津市)
遊休不動産土地 0 
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(自 平成19年９月１日 
至 平成20年８月31日) 

前事業年度
(自 平成20年９月１日 
至 平成21年８月31日) 

当事業年度

※８ 関係会社整理損の内訳 

   

貸倒引当金繰入額 86百万円

投資損失引当金繰入額 350

計 436

※８ 関係会社整理損の内訳 

   

貸倒引当金繰入額 434百万円

投資損失引当金繰入額 208

関係会社株式評価損 145

計 789

※９        ――――― ※９ ブランド整理損の内訳  

店舗等除却損 

 
店舗等除却損のうち、建物に57百万円、工具、

器具及び備品に28百万円、長期前払費用に15百万

円減損損失が含まれております。 

当社は店舗別にグルーピングを行い、また、賃

貸不動産及び遊休資産等については個別に減損損

失の認識の判定をしております。 

この結果、撤退の意思決定をしたブランドに係

る店舗につき帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額（100百万円）をブランド整理損

に含めて特別損失に計上しております。 

なお、回収可能価額は正味売却価額を使用して

おります。 

建物 85百万円

工具、器具及び備品 65

長期前払費用 45

撤去費用 61

小計 258

ライセンス契約解除損失 11

計 270

場所 用途 種類
減損損失
（百万円）

ラブフール 

名古屋パルコ 

（名古屋市中区）

他63店舗

店舗

建物 

工具、器具

及び備品 

長期前払 

費用 

100 
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平成20年11月27日

株式会社 サンエー・インターナショナル 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社サンエー・インターナショナルの平成19年９月１日から平成20年８月31日までの

連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、

連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社サンエー・インターナショナル及び連結子会社の平成20年８月31日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

 

独立監査人の監査報告書

あずさ監査法人 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士  杉  山  昌  明  ㊞ 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士  豊  島  忠  夫  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管している。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。 
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平成21年11月27日

株式会社 サンエー・インターナショナル 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

＜財務諸表監査＞ 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社サンエー・インターナショナルの平成20年９月１日から平成21年８月31日までの

連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、

連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社サンエー・インターナショナル及び連結子会社の平成21年８月31日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 
  

＜内部統制監査＞ 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社サンエ

ー・インターナショナルの平成21年８月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る

内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独

立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財

務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、株式会社サンエー・インターナショナルが平成21年８月31日現在の財務報告に係る内部統

制は有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

あずさ監査法人 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士  豊  島  忠  夫  ㊞ 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士  田  中     量  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管している。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。 
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平成20年11月27日

株式会社 サンエー・インターナショナル 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社サンエー・インターナショナルの平成19年９月１日から平成20年８月31日までの

第59期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表に

ついて監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社サンエー・インターナショナルの平成20年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する

事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

（重要な後発事象）に記載されているとおり、会社は平成20年７月14日開催の取締役会において、会社の

100％子会社である株式会社FREE’S INTERNATIONALのアンドバイピーアンドディー事業を承継することを

決議し、平成20年９月１日付けで事業を承継した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

独立監査人の監査報告書

あずさ監査法人 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士  杉  山  昌  明  ㊞ 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士  豊  島  忠  夫  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管している。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。 
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平成21年11月27日

株式会社 サンエー・インターナショナル 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社サンエー・インターナショナルの平成20年９月１日から平成21年８月31日までの

第60期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表に

ついて監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社サンエー・インターナショナルの平成21年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する

事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

独立監査人の監査報告書

あずさ監査法人 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士  豊  島  忠  夫  ㊞ 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士  田  中     量  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管している。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。 
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【表紙】  

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年11月27日 

【会社名】 株式会社サンエー・インターナショナル 

【英訳名】 SANEI-INTERNATIONAL CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 三 宅 孝 彦 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役管理本部長 鈴 木  忍 

【本店の所在の場所】 東京都渋谷区渋谷一丁目２番５号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 

 



当社代表取締役社長 三宅孝彦及び当社最高財務責任者 取締役管理本部長 鈴木忍は、当社の財務報

告に係る内部統制の整備及び運用に責任を有しており、企業会計審議会の公表した「財務報告に係る内部

統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の設定につい

て（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠して財務報告に係る内部統制を整備及び運

用しております。 

なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その

目的を合理的な範囲で達成しようとするものであります。このため、財務報告に係る内部統制により財務

報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があります。 

  

財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成21年８月31日を基準日として行われて

おり、評価に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して

おります。 

本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）

の評価を行った上で、その結果を踏まえて評価対象とする業務プロセスを選定しております。当該業務プ

ロセスの評価においては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及

ぼす統制上の要点を識別し、当該統制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内部

統制の有効性に関する評価を行っております。 

財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社並びに連結子会社及び持分法適用会社について、財務報

告の信頼性に及ぼす影響の重要性の観点から必要な範囲を決定しております。財務報告の信頼性に及ぼす

影響の重要性は、金額的及び質的影響の重要性を考慮して決定しており、当社及び連結子会社３社を対象

として行った全社的な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に

決定しております。なお、連結子会社17社及び持分法適用関連会社１社については、金額的及び質的重要

性の観点から僅少であると判断し、全社的な内部統制の評価範囲に含めておりません。 

業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、前連結会計年度の売上高（連結会社間取引消去

後）の概ね２／３に達している当社を「重要な事業拠点」としております。選定した重要な事業拠点にお

いては、企業の事業目的に大きく関わる勘定科目として、売上高、売掛金及び棚卸資産に至る業務プロセ

スを評価の対象としております。さらに、選定した重要な事業拠点にかかわらず、それ以外の事業拠点を

も含めた範囲について、重要な虚偽記載の発生可能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定科目に係る

業務プロセスやリスクが大きい取引を行っている事業又は業務に係る業務プロセスを財務報告への影響を

勘案して重要性の大きい業務プロセスとして評価対象に追加しております。 

  

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断

しております。 

  

特に記載すべき事項はありません。 

  

１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３ 【評価結果に関する事項】

４ 【付記事項】



特に記載すべき事項はありません。 

  

５ 【特記事項】



 
  

【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年11月27日 

【会社名】 株式会社サンエー・インターナショナル 

【英訳名】 SANEI－INTERNATIONAL CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  三 宅 孝 彦 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役管理本部長  鈴 木   忍 

【本店の所在の場所】 東京都渋谷区渋谷一丁目２番５号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 

 



当社代表取締役社長 三宅孝彦及び当社最高財務責任者 取締役管理本部長 鈴木忍は、当社の第60期

(自 平成20年９月１日 至 平成21年８月31日)の有価証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づ

き適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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